







































HP にまとめられている。現在、2011 年度から 2016 年度の調査結果が公表されているが、
図 1は「全学的な IR を担当する部署の設置」状況について、「専門の担当部署を設けている」
及び「専門の担当部署は設けていないが、教職員の併任による委員会方式の組織を設けて
いる」と回答した大学数の割合の推移をまとめたものである。



























図 2　私立大学等改革総合支援事業タイプ 1に占める IR に関連する項目の推移
　図 2は、私立大学等改革総合支援事業のタイプ 1において、IR に関連する項目の点数が、
タイプ 1 の満点 2に対し、どのような比率で推移しているのかを示したものである。IR に
関連する項目には、「IR の機能強化」や「IR に係る専門職の配置」のような IR の組織や機
能に関連する項目と、「卒業時アンケート調査」や「学修成果等の可視化」のような IR デー
タに関連する項目がある 3。図 2 を見ると、IR に関連する項目の占める比率は、当初 6 年
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ら 2017 年度は「専門で担当する部署を設置し、専任の教員又は専任の職員を配置」してい
るという項目に 5 点満点が配分されていたが、2018 年度はこの項目がなくなり、一方で、
IR の「さらなる機能強化を図るための取組」として、「IR の企画や実施方法等に関する専
門的な高等教育プログラムを履修した者を担当教職員に配置している」に 2 点、「IR の企
画や実施方法等に関する研修を定期的に受講させている」に１点を配分し、IR の組織に配
置した教職員の質までを問う項目に変わったが、配点は 2点満点と過去最も低い配点であっ
た。しかしながら、2019 年度には、これが「IR 担当教職員を IR の企画や実施方法等に関
する研修会に派遣」しているかに変更され、「派遣した実績がある」に 4点満点が配点され
た。これについては、前年度の項目に対し、「研修を定期的に受講」に 1点が配点されてい
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れるべきものである。これは、2019 年度に加えられた「卒業後アンケート調査」について、
卒業生の就職先組織への配布数を基準としていることにも通底する課題であるが、補助金
の獲得のための、言わばアカウンタビリティーのための IR が、改善のための IR を浸食し
てしまうリスクがそこには潜んでいる。
3. 日本の大学における IR の将来
(1)　米国の IR の変遷
　日本の大学における IR の将来を考える上で、IR の先進国である米国の大学 IR の変遷を
俯瞰する。図 3 は、1960 年代以降の米国の大学において、組織的に取り組まれてきた IR
の変遷を表したものである。
図 3　米国の IR の歴史（出所　柳浦（2012））
　1980 年前後からアカウンタビリティーの要求が高まり、2000 年以降はその多様化への対
応にIR業務の中心がシフトし、その繁忙状況に伴い、テクノロジーにおいても、統合DB、デー
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テキサス州立大学は、14 大学等の機関と約 240,000 人の学生数を有する大規模な州立大学
機構である。seek UT には、14 大学等の各専門分野の卒業生の就職 1 年目、5 年目、10 年
目の年収の中央値と、学生ローンの返済額の中央値が比較できるコンテンツが掲載されて
いる。年収や学生ローンの額は、アンケート調査で得られるものではなく、米国の個人 ID
である SSN( ソーシャルセキュリティーナンバー )から算出されたものである。州政府もこ
のシステムの公開に積極的に関与しているわけである。
 








のための IR や、マネジメントの努力に負の影響を与える可能性については、特に IR 担当
者には慎重に考えることが求められる。












　2019 年度に開催された第 13 回 EMIR 勉強会のテーマ「数値による成果主義と IR の間（は
ざま）」は、このような危機感から設定されたものであるが、その概要に触れ、本稿を閉じ
ることとする。
　基調講演のニューヨーク州立大学オルバニー校 Jack Mahoney 氏は、「米国大学 IR の最新
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